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研究成果の概要（和文）：社会保障政策がある下で、政府の子育て支援（児童手当）政策や教育

政策が子育て家計の意思決定行動へ与える影響を通じて、経済全体の出生率や経済成長率にど

のような影響を与えうるかについて研究を行い、政策が有効に機能するための条件を理論的に

明らかにした。特に女性労働の多様性を考慮し、出産育児で一度退職した後に、より賃金条件

の悪い仕事で復帰した場合、社会全体での子育て支援システムがどのように機能しうるか、労

働の異質性を考慮した点が本研究のオリジナリテイである。 

 

 
研究成果の概要（英文）：Declining fertility rates threaten the feasibility of current 
social security systems, thereby posing a serious problem to many advanced countries. 
On the other hand, as the active life after retirement becomes longer through a higher 
life-expectancy, the importance of public pensions which stabilize a retired lifestyle 
is increasing. A part of this study describes how child-allowance policies with 
Pay-as-you-go systems affect fertility and growth rates by incorporating an uncertain 
lifetime. It is shown that a current method to subsidize child-rearing households, which 
determines benefits according to family’s number of children, does not always increase 
the fertility rate. Another part of this study considers the effect of heterogeneity in 
labor on the policy effects. This point is our originality. 
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１． 研究開始当初の背景 

現在日本が直面する人口減少社会において、

将来の労働人口及び労働力の確保は重要な課

題である。また、出生率の低下と平均寿命の

伸展は同時に生じており、急速に進む人口の

少子高齢化現象は従来の社会システムや公的

制度の存続を揺るがし、変更を強いる点でも

多くの問題を抱えている。本研究では、政府

や地方公共団体が将来の労働力の「量」と「質」

を確保するために行う（1）少子化対策や（2）

教育政策、更に現時点で不足する労働力を緊

急に補うための（3）外国人労働者受け入れ政

策の３種類の政策が、その経済の出生率や経

済成長率、及び社会厚生にどのような影響を

与えるかについて明らかにする。 

これらの政策はいずれも労働者世代の家

計行動に直接的な影響を与え、その結果、将

来的に経済全体に影響を与えるメカニズム

を有している。従って、子育て世代にあたる

労働者家計の「親」として、また「労働者」

としての行動や選択とその多様性に焦点を

当てて、人口減少社会における政策効果につ

いて明らかにしたい。また、個人間の多様性

に関しては、今日の晩婚化や生涯未婚率の高

まりに反映されるように、同じ年齢集団にあ

っても結婚して子供を持ち「親」となるかど

うかは一概ではなく、また、何人の子供をど

のように時間やお金をかけて育てるかにつ

いても各家計の選好や所得水準によって異

なってくるといえる。一方、国内の労働力不

足を補うために外国人労働者を受け入れる

際も、賃金水準や自らの雇用に受ける影響は

各家計によって異なってくるであろう。その

ため、子育て世代の多様性を考慮して、より

適切な政策を提供することが人口減少社会

においては緊急かつ重要な問題である。 

 

２． 研究の目的 
 

具体的には、次の３点を明らかにすること

が本研究の目的である。 

（1）少子化対策 

家計によって養育する子供の数が異なる場

合、児童手当の給付や保育所の整備など少子

化対策によって受ける利益程度も家計ごとに

異なってくる。この時、少子化対策が経済全

体の出生率と厚生に与える影響について明ら

かにしたい。更に、少子化対策の利益を直接

受けない未婚家計や高齢者世代の厚生につい

ても考慮した上で、限られた社会保障予算の

下で望ましい少子化対策の方法を提示するた

めの政治経済学的視点からの分析も行ってい

く。 

（2）教育政策 

子供にかかる私的教育費用の負担感が少子

化の一因となっていることから、家計の教育

支出を軽減するような形での教育補助金給付

政策が、出生率と私的教育投資、及び経済成

長率に与える影響について明らかにしたい。

更に、労働者家計の所得格差を考慮した場合

に、効率的な教育補助金の給付方法について

考察を行う。 

（3）外国人労働者受け入れ政策 

国内に不足する労働力を補うため、外国人

労働者を自国の生産・サービスの現場に受け

入れた場合に、自国の労働者がどのような影

響を受けるか、特に雇用と収入の面から明ら

かにする。また、収入の変化は労働者の「親」

としての行動決定にも影響を与えるため、外

国人労働者の受け入れ政策が家計の私的教育

投資への影響を通じて、経済成長率に与える

効果を明らかにする。今後避けては通れない



外国人労働者の受け入れ問題について、どの

ような技術水準にある外国人労働者をどの程

度の期間受け入れるべきであるか、また、社

会保障制度などの恩恵をどの程度与えるべき

か、外国人労働者の家族、特に子供に対して

の公共教育をどのように提供するべきか、な

ど外国人労働者を受け入れる際に実際に問題

となりうる点について、ヨーロッパの事例や

先行研究を参照しながら経済学的及び政治経

済学的見地からの分析を行っていく。 

 
３．研究の方法 
 
 マクロ理論モデルを構築し、以下のような
分析を行った。 

これまで収集してきたOECD諸国の人口構造

データを元に、先進諸国で見られる人口の高

齢化と少子化の同時進行を理論的に説明する

モデルの構築に取り組み、そのモデルをベー

スに賦課方式の年金システムがある下で、政

府が行う子育て支援（児童手当）政策の効果

について分析を行った。理論分野での先行研

究では、政府の子育て支援政策は家計の所得

を直接・間接的に増やすことで家計の出生数

を増やす効果を持っているとされているが、

実証分野の先行研究や現実経済においては、

子育て家計への給付金が出生率を上昇させる

効果については懐疑的である。このため本研

究では、将来の年金給付を削ってまで児童手

当を拡張した場合には、却って出生数を引き

下げる可能性を指摘した。 

また、現在の未婚率上昇を考慮し、同じ労

働者世代においても子育てする家計と子育て

しない家計が存在する場合の政策効果につい

ての拡張研究も行っている。若年期の子育て

時間と余暇時間、労働時間の時間配分の決定

に関しては、ワークライフバランスの視点を

取り入れて拡張している。本研究の一部とし

て、少子高齢化現象の特に退職期における家

計行動に着目し、レジャー消費に対する振興

政策が今後の少子高齢化が進む経済の経済成

長率にどのような影響を与えるかについても

明らかにした。 

労働の異質性を考慮した拡張研究も行った。

近年の日本では、女性の社会進出と共に全労

働人口の約4割が女性労働者である。女性の育

児休業取得率も90％を超える高い水準にある

が、出産を機に退職する女性は全体の約７割

であり、育児とフルタイムでの仕事の両立は、

子育て世代にとって未だ困難な問題である。

本研究では、女性労働の異質性に着目し、フ

ルタイムで働く労働者とパートタイム労働者

の２種類の労働者からなる経済において、子

育て支援（児童手当）政策が出生率を上昇さ

せうるための理論的条件を明らかにした。言

い換えると、先行研究では補助金給付を伴う

子育て支援（児童手当）政策が常に出生数を

押し上げる結果であったのに対し、場合によ

っては所得分配の歪みをもたらし、本来の政

策意図とは逆に出生数を押し下げる可能性を

本研究では指摘した。 

 
３． 研究成果 
 

代表者のこれまでの研究では、子育て、消

費、貯蓄、労働（生産）、納税などの主体と

なり、マクロ経済全体のいわば“主人公”に

あたる労働期の家計行動に焦点を当てたモ

デル分析を行ってきた。今回の研究では、当

初想定していた世代内の多様性に加え、昨今

ニュース等でも取り上げられることの多い

労働者の「ワークライフバランス」の概念を

取り入れ、家計の労働期における余暇時間の

価値を考慮したモデルの構築に成功した。従

来の内生的出生率決定のモデルや家庭内教

育（parental teaching）モデルでは、自分

が育てる子供の数や子供に与える教育時間

が労働期の余暇時間とのトレードオフとし

て想定されることはなかったため、本研究の



成果は先行研究の拡張として学術的意味を

有している。また、現実的・社会的な意味で

も、家計が育てる子供の数や自分の子供に与

える教育水準等を決定する際に、自分の消費

や自由時間との兼ね合いによって決定する

ことは、少子化が進む先進国一般に当てはま

る状況であり、現実社会を説明する上でより

説得力のある応用可能なモデルとなってい

る。 
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